
 JR東日本 常務取締役の伊藤です。

 本日は決算説明会にご参加いただきありがとうございます。

 昨日発表した2024年3月期第2四半期決算について説明します。
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 4ページです。

 連結決算全体で増収増益で、鉄道、エキナカ、ホテル・SCの需要回復により、営業
収益は3期連続の増収となりました。全てのセグメントで増収増益となりました。

 第2四半期決算実績について計画対比で補足しますと、運輸事業とその他が計画を
上回りましたが、流通・サービス事業と不動産・ホテル事業が計画を下回りました。

 2024年3月期の業績予想については、第2四半期決算等を踏まえ検討した結果、
4月27日発表の通期の予想から変更いたしません。

 株主還元についても、4月に公表した数値から変更いたしません。
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 5ページです。

 連結営業利益の昨年度からの比較です。

 収入の増加が1,847億円、費用の増加が596億円でしたので、昨年度と比較して、
連結営業利益は1,250億円増の1,917億円となりました。
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 6ページです。

 連結決算全体と各セグメントの営業収益・営業利益について、コロナ前からの推移を
示したグラフです。
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 7ページです。

 連結損益計算書の詳細については、次のページからセグメント別に説明します。

 営業外収益は持分法適用関連会社11社の貢献により+32億円、営業外費用は
社債利息の増加が+20億円でした。

 四半期純利益はトータルで1,170億円となりました。
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 8ページです。

 鉄道運輸収入はコロナ前対比約9割の水準です。

 車両製造事業は、公民鉄向け車両売上の減により減収です。

 バス・モノレールは需要回復で増収にはなっていますが、コロナ前対比ではまだ低い水
準です。東京モノレールは、来春に運賃値上げを予定しています。

 下段には2018年度対比での鉄道運輸収入の実績と見通しのグラフを記載していま
す。

 左側の運輸収入合計では、2Q実績は88.8％で、計画の90％を下回りました。

 右側はその内訳ですが、定期は計画を上回り、定期外は新幹線・在来線ともに計画
を下回りました。
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 9ページです。

 上段には新幹線断面輸送量のグラフを記載しています。

 平日と休日の比較では、毎月5％程度、レジャーを中心とする休日のご利用が多く、
ビジネスを中心とする平日のご利用が少ない状況です。

 新幹線を方面別に見ますと、北陸、上越、東北の順でご利用が多い状況です。

 下段には運輸事業のインバウンド収入のグラフを記載しています。通期で200億円を
見込んでいますが、第2四半期実績で141億円となりました。

 10月からパスを値上げしましたが、9月に駆け込み需要がありました。3ヵ月の有効期
間があるので、値上げの効果は第4四半期から出てくるのではないかと見ています。
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 10ページです。

 エキナカ事業は鉄道利用の回復に伴いエキナカ店舗の売上が増えています。

 エキナカ収入は計画約95％に対してコロナ前まで戻ってきました。特に、クロスステー
ションは商品ラインナップの見直しや効率的なオペレーションにより、営業収益・営業利
益ともに改善しています。

 広告収入は計画約70％に対して実績約55％ということでやや苦戦をしています。

 企業の広告予算は遅効性がありますし、下期は駅のデジタルサイネージ等の好調な
分野に力を入れていきたいと思います。
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 11ページです。

 SC事業は計画をやや下回りましたが、ホテル事業はインバウンドもあり計画を上回り
ました。

 オフィスはコロナ前対比約125％で計画していましたが、その計画通りに推移していま
す。
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 12ページです。

 上段はオフィス事業の貸付可能面積です。当社グループでは東京都内の物件が全
体の8割弱を占めています。

 JR東日本ビルディングが運営する東京都のオフィス空室率はマーケットの空室率を下
回り、競争力が高いことを示しています。

 中段はホテル事業の部屋数、稼働率、客室単価です。部屋数は年度末までに
10,000室を超える見込みです。

 稼働率はコロナ前の水準、客室単価はコロナ前の水準を超えてきています。

 下段は生活ソリューション事業のインバウンド収入です。通期目標200億円に対して、
第2四半期実績で119億円でした。
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 13ページです。

 クレジットカードは実績が計画を上回って推移しています。

 電子マネーは実績が計画を下回っていますが、電子マネーを使用できる箇所を増やし
てきたことで、単価が上がり収入にも寄与しています。
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14ページです。

流動資産が2,087億円増えていますが、金利の先高観を見通して9月
に外債を発行したため現預金が増加しました。

現預金は、成長投資等の設備投資に充当していきます。
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15ページです。

営業活動によるキャッシュ・フローは、営業利益の増により2,545億円の
キャッシュ・インになりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、TAKANAWA GATEWAY CITY
の開発を中心に２年ほどはキャッシュアウトが続く予定です。

フリー・キャッシュ・フローは前年度よりも926億円改善しましたが若干のマ
イナスでした。

2025年度までは、フリー・キャッシュ・フローはマイナスを見込んでおり、
2026年度にフリー・キャッシュ・フローをプラスにする計画です。
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16ページです。

ネット有利子負債残高は4兆5,843億円であり、前期末と比較して
244億円増加しました。

連結設備投資額は1,916億円であり、通期見込み7,360億円と比べ
て進捗が遅いように見えますが、例年通りの傾向であり計画に変更はあり
ません。

モビリティ事業はE5系の新幹線、生活ソリューション事業は
TAKANAWA GATEWAY CITYを中心に設備投資が増加しました。
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17ページです。

連結の通期計画ですが、こちらは4月に公表した数値から変更はありませ
ん。

セグメント別では、運輸事業は計画対比で若干上振れていますが、費用
は修繕費を中心に下期に増加する見込みです。また、収入は上方修正
をするまでの回復は見込みきれていないため、通期の見通しは変更しま
せん。

流通・サービス事業と不動産・ホテル事業は、高い目標を見込んでいるの
で、目標にキャッチアップしながら取り組んでいきたいと考えています。

18ページから23ページは、単体決算の資料ですので後ほどご覧ください。
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 25ページです。

 各事業の主な取組みを紹介します。
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 26ページです。

 上段はインバウンドの取組みです。10月からインバウンド向けパスの価格改定を行っ
ています。

 インバウンドのお客さまが様々な施設をご利用いただけるように、グループでのご利用を
促進していきます。

 下段は流動促進の取組みです。平日の観光を伸ばしていくための専用の流動促進
サイトをオープンをしました。

 また、新幹線の流動促進のために「どこかにビューーン！」に地方発の商品を追加して
いきます。
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 27ページです。

 JREポイントの会員数は順調に増えてきており、10月からJRE POINTにステージ制
を導入しました。ステータスに応じた特典を提供していきます。

 また、金融ビジネスとしてJRE BANKの設立準備も並行して進めています。
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 28ページです。

 オフピーク定期券の購入率は１年間で約17％に到達することを目指していますが、
足元では約8％という進捗状況です。

 B to Bにも働きかけることで、まずは二桁の購入率を目指したいと考えています。

 また、バリアフリー料金制度導入による効果は、通期で約230億円の見込みに対して、
半年間で約115億円の実績となり順調に進んでいます。
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 29ページです。

 鉄道輸送に係る施策では、ドライバレス運転の実現を進めています。

 上越新幹線の回送列車については2020年代末に、営業列車については2030年
代中頃にドライバレス運転の実現を目指すことを発表しました。

 在来線においても、ドライバレス運転の実現に向けた実証実験等を順次進めています。

 また、来年春には山形新幹線E８系車両投入、北陸新幹線敦賀延伸、房総特急
の全車指定席化などサービス拡充を進めていきます。
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 30ページです。

 地方ローカル線に係る協議状況です。

 毎年11月末を目途に線区別収支を開示しており、2022年度収支についても同様
の流れで準備を進めていますが、状況は大きく変わらない見込みです。

 この半年間で、米坂線の今泉・坂町間で新たに協議会が発足しています。輸送モー
ドの転換も含め、各線区の関連自治体と協議を進めていきます。
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 31ページです。

 鉄道事業におけるオペレーションコストの削減についてです。

 2027年度に向け、コロナ前と比較して1,000億円の削減を目指しており、2023年
度までで800億円の削減を見込んでいます。

 残りの200億円の削減も目途が立っており、さらなる削減に力を入れていきます。
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 32ページです。

 流通・サービス事業です。

 物販・飲食事業では、コロナ禍から様々な改革を行ってきたNewDaysの取組みが
結実したことで、粗利ベースで0.5ポイント改善し、事業を牽引しています。

 また、コインロッカー事業の多角化・駅の物流拠点化を目指して、新たに事業会社を
設立しました。

 新型ロッカー「マルチエキューブ」は3年間で1,000台の設置を目指し、「2024年問
題」と呼ばれる物流課題の改善にも貢献していきたいと考えています。
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 33ページです。

 広告事業では、駅広告のデジタルサイネージ化や、外部からのビジネスの獲得等に取
り組んでいきます。

 下期は秋葉原や上野において、これまでにないサイネージ広告の展開を予定していま
す。
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 34ページです。

 TAKANAWA GATEWAY CITYについて、複合棟Ⅰについては開業まで１年半と
なりました。

 リーシングについても、オフィスやホテル、大学連携含め、概ね順調に進んでいると評価
していますので、引き続きしっかりと建設を進めていきます。

34



 35ページです。

 大井町駅周辺についても、2025年度末の開業を目指して、引き続き開発を進めて
います。
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 36ページです。

 今年度はホテルの開業を多く控え、年度内に客室数10,000室を超える見込みです。

 その他、運営体制のスリム化を実現しているB4Tブランドのホテルも拡大を進めていま
す。
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 37ページです。

 各事業の取組みを掲載しています。

 なお、Suicaについては、新しい改札システムを2026年度にかけて順次導入中であり、
センターサーバー化により柔軟な取扱いができるようになります。
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 38ページです。

 環境については、SBTの認定取得に向けてコミットメントレターを提出しました。

 地方創生については、マイナンバーカードとSuicaを連携させた「GunMaaS」などを進
めています。
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 39ページです。

 地方創生では、新しい形のまちづくりとして、青森駅において、駅ビルとホテルをセットに
した医療ツーリズムに取り組んでいきます。

 コーポレートガバナンスについては、本年6月に監査等委員会設置会社へ移行しまし
た。

 取締役報酬においては、業績連動報酬の比率を高めたほか、ESGに関する指標も
採り入れています。

 株式機関投資家の皆様との対話については、上期約170件を実施しました。
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 ３章以降は参考です。
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